
日本式村張り定置網の

インドネシアヘの技術移転

ていち No。114号 別刷

東京海洋大学 海洋科学部

有元 貴 文ほか



2008  て いち 第 114号

日本式村張 り定置網のイ ン ドネシアヘの技術移転

東京海洋大学 海洋科学部 有 元 貴 文 ・武田 誠 一 ・馬場

富山県氷見市 濱 谷 忠 ・濱野

治

功

2 0 0 8年 3月 3日 、イン ドネシアで第 1

しが行われた。小型の回遊魚を

主体 とした 245キ ロの漁獲があ

り、その前日までの敷設作業の il■|

奮闘が報われた記念すべきとき ■下||

であった。この舞台となるスラ ||=:1

号となる日本式村張 り定置網の初起こ

1.は じめに

水産分野の国際技術協力のなかで、日本の定置網を技術移転する試みが世界の

各地で挑戦されてきた。富山県氷見市が刊行 した氷見定置網 トレーエングプログ

ラムの報告書のなかで、」ICA事業としてこれまでにチ リ、トリエダー ド・トバゴ、

パラオ、タンザエアでの技術移転のあったことが記 されている。この他に地中

海でクロマグロを対象にしたチュニジアでの大型定置網の移転事業もあつた。 し

かし現状 として、アジア地区では韓国、中国、台湾を除けばフィリピンが唯一の

定置網を持つ国であり、タイ国やイン ドネシアでは過去に何回かの移転の試みが

あつたものの、定着するには至っていなかった。

一方、責任ある漁業の枠組みが当然となりつつある現状では、新しい漁法を途

上国に技術移転 しようと考えても、実際には非常に困難な状況を覚悟する必要が

ある。特に、これまでの漁業技術の移転がしばしば乱獲による資源の枯渇につな

がり、結果として資源管理のための手法導入や種苗放流による資源添加を実施す

ることが新たに要求され、このためにさらに技術協力を続けるというサイクルに
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陥っているという過去の協力事例が当然のように話題になる。定置網が環境にや

さしく、持続的な漁業を実現するための最適な漁法であるとい うお題目だけでは

決 して許されない状況にあることは理解 しなければならない。

このような情勢のなかで、2003年にタイ国で 日本式の定置網が導入され、す

でに 5年 目の漁期を終えている。当初は東南アジア漁業開発センターの事業とし

て実施 され、2005年からは富山県水見市が 」ICAの車の根技術協力事業 (地域提

案型)と して、積極的に技術支援を行ってきた。このなかで、定置網を通 じて、

沿岸小規模漁業者がグル
ープを結成 して操業することの大切さが認識され、前浜

の漁場資源を管理 しようという漁業者の意識を生みだし、また トロールや巻き網

の沿岸域での操業に対 して、グル
ープとして立ち向か うだけの立場の強さも育っ

てきている。

このタイでの定置網技術移転の成功を受けて、2007年からは」ICAの車の根技

術協力事業 (パー トナー型)と してイン ドネシアの南スラヴェシに定置網を導入

することとなり、その際に日本の村張 り定置網の概念を前面に出して、地域振興

のためのツール としての有効性を実証することとなった。2008年 3月 には漁具

の敷設が完了し、操業が開始された。この準備段階からの経緯を報告 した日本水

産学会漁業懇話会議演会の記録をもとに、日本の村張 り定置網が途上国の漁村コ

ミュニティ振興にどのように役立つかを考えてみたい。

2 イ ンドネシアにおける定置網導入の経緯

インドネシアではセロと呼ばれる伝統的な賃立漁法があり、袋網の部分に櫓を

組んで集魚灯で魚を集めるような工夫もあり、各地沿岸の小規模漁業として発達

してきている。しかし、日本式の定置網についてはまだ導入成功例がないままに

現在に至っている。 日本の大学に留学し、あるいはJICAの研修を受けて帰国し

た研究者や行政官は多く、日本で学んだ定置網の技術を導入したいとの希望は戦

後すぐの段階から聞かれていた。特に、インドネシアの水産高等教育確立に尽力

された故アイオディア先生の薫陶を受けた教え子達は、なんとかして日本の定置

網技術をインドネシアに導入しようと様々な努力を続けていた。

記録に残つている最初の技術導入は 1956年にカリマンタン島であり、続けて

スマ トラ島リアウ州、ジャワ島のマ ドゥラ等での試みはあつたが定着には至らな
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かつた。この年代はタイ国での導入の歴史と同 じ時期であり、日本で学んだ留学

生が帰国 しての果敢な挑戦であったろう。 さらに、1980年代、そして 90年代に

も散発的な挑戦が続けられたが、今にして思えば日本からの技術支援も十分では

なかったはずで、失敗の歴史だけが積み重ねられていた。

2002年に氷見市で開催された世界定置網サ ミット、そ して 2003年にタイ国で

の定置網技術導入が行われたことを契機 として、日本での留学を終えて帰国した

ばか りのイン ドネシアの若い研究者たちの新 しい動きが始まった。2005年 1月

に日本学術振興会拠点大学事業によるセ ミナーをスマ トラ島 リアウ大学で開催

した際に、イン ドネシアで初めての定置網漁業に関するセッションを開き、タイ

国での技術導入の成果を紹介 した。このなかで、スラヴェシ島北部のマナ ド近郊

で外国資本による大型定置網の導入事例のあったこと、沿岸漁業者がこれに反発

して撤去のやむなきに至ったことが紹介され、驚いたのを覚えている。同時に、

2004年 12月 にあったスマ トラ島アチェでの津波災害が話題になり、この地域の

復興に向けて定置網を導入 して新しい沿岸漁業の仕組みを作 りたいとの提案がだ

され、2005年 4月 には実態視察のための国会議員の来 日もあり、氷見市を訪問

している。この当時は燃油高騰の始まりかけた頃でもあり、イン ドネシア海洋水

産省としても沿岸で安定した漁獲の上げられる定置網漁業に注目し始め、いくつ

かの候補地をあげて導入の可能性を探 り始めていた。過去に行われてきた導入の

試みを考えると、ここでまた失敗 してしまえば、イン ドネシアでの定置網導入の

可能性がなくなってしまうことが最も心配であり、慎重に進めるようにとの忠告

を続けてきた。実際に、候補地の一つであったイ リアンジャヤに 2006年に導入

が実施され、操業が始まったが、定着成功の報告は得 られなかった。

3.候 補地選定から始まった長い助走期間

タイ国での技術移転に際 しては SEAFDEC訓練部局が技術指導にあたってお り、

また漁業者を氷見市へ招聘 しての短期の研修も行われていた。これに対して、イ

ン ドネシアでは現地側に技術指導を行えるだけの人材がいないことから、日本で

定置網漁業研修を済ませて帰国している人材の活用を考えた。 日 本で外国人を受

け入れての漁業研修制度はマグロ延縄漁業とカツオー本釣 り漁業が主体であり、

定置網漁業で研修生を受け入れているのは宮崎県南郷町だけであった。ィン ドネ
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ボネ県
パレテ村

図 1 イ ンドネシア ス ラヴェシ島の技術移転先

シアヘの定置網技術移転を計画するにあたつて、ここで 3年間の研修を終えて帰

国した人材の確保を目指すこととした。南郷町に出かけて実態調査を行つたとこ

ろ、第 1期生が南スラヴェシのボネ水産高校の卒業生であり、彼が非常に優秀で

あったことから続けて同じ高校からの研修生受入を行つていることが分かり、導

入候補地としてボネ県パレテ村が決定された (図1)。

スラヴェシ島はアルファベットの Kの 字をしてお り、南側にボネ湾という大

きな湾がある。ボネ県はこの西側の半島のボネ湾に面したところに位置し、人口

69万 人、南スラヴェシ州の州都マカッサルから200キロ、車で出を越えて 5時

間の距離である。漁業としては集魚灯を利用した巻網と敷網が主体であり、沿岸

では櫓を組んで操業する敦網、賛建、釣り、刺網、籠といつた小規模な漁法が行

われている。また、キリンサイの海藻養殖が始まった段階であり、この養殖面積

の拡大が進みつつあつた。

候補地の選定が終わってからが長い助走期間の始まりとなる。予算の獲得先と

して、タイ国で氷見市が実施していた JICAの草の根技術協力をお手本に、草の

根パー トナー型として新たな申請を目指すこととなり、海外コンサルタント会社

との連携を取ることとした。このために、インドネシアでの技術協力に経験豊富

なアイ ・シー ・ネット (株)と 新事業の立ち上げに向けて早い段階から相談を開

始しており、南郷町での定置網漁業研修制度の調査も共同で行ってきていた。

Fヽ

轟
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第 1回 目の現地視察は 2006年 3月 であった。タイ国での定置網技術指導に実

績のある氷見市から 1名 、アイ ・シー ・ネットから2名 、そして海洋大から2名

の合計 5名 での現地入 りであった。ここで漁業者グルーブや県水産局、そしてボ

ネ水産高校との初顔合わせがあり、また南郷町で定置網研修を受けた 1期生のザ

エナル氏を始めとして、草の根事業が始まれば技術者 として手伝っていただく候

補者 との顔合わせもできた。魚探とハン ドコンパスを使って海底地形の簡単な調

査から敦設位置の見当をつけ、また魚市場での水揚げの状況を確認 してきた。ま

た、マカッサルにあるハサヌディン大学は海洋大と姉妹校の関係にあり、定置網

技術導入に向けての協力体制を確保 し、リエゾンオフィスの設置まで提供を受け

た。

続けて、ボネ県への 2回 目の現地視祭を 2006年 8月 に実施 した。このときは

SEAFDECで定置網技術移転を担当するアスニー氏との二人旅 となり、始めにジャ

カルタ近郊のボゴール農科大学でのセ ミナーに参加 して、イン ドネシアでの定置

網導入に向けた準備会合をもつた。続けて、アチェ州での導入候補地の視祭、そ

して本命 となるボネ県での現地事前調査、最後にジャワ島に戻つて、バンテン州

での定置網導入に関する準備会合と、忙 しく動いている。ボネ県ではイン ドネシ

アの漁具会社からも 2名 が参加 し、今後の事業展開の中での漁具資材提供の可能

性についても協議を開始 した。また、電磁式流向流速計と水深水温形を漁場候補

地に設置 し、本格的な漁場環境調査を開始 した。

2006年 6月 の 」ICAへの第 1回予算申請は空振 りに終わり、続けて 11月の第 2

回申請で採択がかない、これと前後 して第 3回 目の現地事前調査を実施 した。こ

ちらは海洋大の大学院シーズ研究費として学内経費を獲得 していたものであり、

漁具漁法、漁船 ・漁場環境、経営管理に、水産環境教育の分野を加えた 4名 で現

地入 りした。実はこの派遣の折に、4名 中 3名 までが水か食べ物かにあたってダ

ウンしてしまい、帰国後に入院 ・通院という事態まで起こしてしまった。南方で

の技術協力をしていれば当然ではあろうが、身体を壊 してまでも実施する意義は

あるのかと悩む時期があった。それでも草の根チームからのメンバーの脱退はな

く、事業開始に向かってさらに進んでいく。
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4 事 業開始から操業開始まで

2007年度の開始とともに、草の根事業が本格的に動き始めた。必要な漁具資

材の確定と発注、船外機等の資機材やインドネシアで建造する予定の網起こし船

の仕様確定の作業が進み、日本国内とインドネシアでの購入についての見積りを

用意して、初年度の予算案を確定していつた。同時に、海洋大とアイ
・シー・ネッ

トの間で共同企業体を結成し、JICAとの正式契約を進め、また、インドネシア

政府に対して事業実施に向けた合意の取り付けといった作業も行われた。この準

備過程で、事業実施のためのインドネシア側との覚書の書式確定に手間取り、当

初の 7月 の事業開始の希望がかなわず、8月 の第 1回派遣予定は日程的に間に合

わず、事業外としての準備訪問となってしまった。この遅れが、漁具資材の発注

の遅れ、納期の遅れとつながってしまったのは悔やまれる限りであつた。

さて、10月に初年度事業としての第 1回 目派遣で漁具仕立て作業の開始、1月

の第 2回 目で箱網、運動場、垣網に側張りの完成、そして 3月の第 3回派遣で漁

具敷設作業、操業開始と進められてきた (写真 1～ 8)。それぞれ 2週 間の派遣

期間で現地漁業者に技術を伝え、次の訪問までの課題を残して帰国することが繰

り返された。この間、9月 には現地雇用のスタッフがタイ国の定置網技術移転先

で研修を行い、また 11月にはボネ水産高校の校長と漁業者グル
ープのリーダー

を日本に招聘して、氷見市での定置網漁業視祭、そして南郷町での定置網漁業研

修の視祭を実施した。日本では秋から冬へ向かう時期であり、米見では初ブリの

水揚げまで視祭でき、日本の魚市場のあり方や、沿岸漁業のなかでの定置網の重

要性を理解して頂けたに違いない。

2008年 3月 3日 、初起こしであつた (写真 9)。ボネ湾に浮かぶ側張りの黄色

い浮子の列、水見の網起こし船をもとに現地で建造した木造船が垣網に沿つて進

み、網の中に入つていく風景、長かった助走期間、そして網を作り始めてから半

年間の苦労が報われる感動の景色であった。初漁は245キロの漁獲、ヒイラギ等

の小型魚主体なのは残念であるが、周年操業のなかで高級魚の漁獲増を期待し、

また鮮度保持による販売努力と加工による付加価値向上に向けて、草の根定置網

は次の段階に入つていく。
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写真 1 第 1回 派遣 (2007年 10月 )
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第 2回 派遣 (2008年 1月 )

写真 3 第 2回 派遣
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木造漁船の建造行程と完成
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水産高校での網地仕立て作業

写真 4 第 2回 派遣
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写真 6 第 3回派遣 敷 設作業
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写真 7 第 3回派遣 敷 設作業
《網地の搬出 ,積込み》
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第 3回 派遣 敷設作業 《垣網の取付け》

写真 9 第 3回 派遣 初 起こし
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5 途 上国漁村振興のための村張り定置網の意義

日本の定置網を途上国へ技術移転 しようとするこれまでの試みは多いにもかか

わらず、実際に定置網が地域に定着 し、他地域へ普及するという成功例はなぜみ
られないのだろうか。今回の車の根事業を始めるにあたっての大きな疑問であり、
この事業の成否にかかわる大事な視点であると感 じていた。各国で技術移転に携
わつてきた方々の体験談からは、材料のないところから始まる漁具の仕立ての苦
労、海面を占有使用することへの行政や地元漁業者の理解不足、そ して漁具の維
持管理を伝えることの難 しさゃ、操業で大漁 したときの漁獲47J処理能力の問題ま
で、確かに難 しさは山積みであることが実感できる。

これまでの技術移転の内容は大きく2つ に分けられる。
一つは定置網を入れる

ことが大きな目標となるプロジェク トでぁり、漁具会社のスタッフが資機材を日

本から持ち込んで敷設から操業開始までを担当する。もう一つは、ぁる地域の漁

米振興を目指 したプロジェク トのなかで、定置網の建て込みや操業指導に実績の

あるスタッフが事業の一環として独 自に実施する場合で、この場合は本当に何も
ないところからのスター トとなる。ODAに よるプロジェク トの評価は妥当性、効率

性、目標達成度、インパク ト、そして自立発展性の 5つ の項 目について行われる
が、残念ながら過去の事業のなかで定置網が定着 しなかったことについての資料
は入手できなかった。次の事業立ち上げに向けて、何を変えれば良いのかの教訓
が得られないことは、評価の仕組みそのものが十分に機能していないことでぁり、

個人の経験にはなっても、組織的な経験として蓄積されていない悲 しさがある。
タイからイン ドネシアヘ続 く定置網技術移転の試みには、越中大謀網発祥の地

としての富山県氷見市の大きな努力があり、個人的なつながりを大事に育てての

連携体制があってこその事業展開であった。その水見市の漁業者から、村張 り定

置網についての教えを受ける機会があった。江戸時代から続 く定置網漁業が氷見
の村にとってどのようなものだったかの議論である。 この教えを受けて、ィン ド

ネシアでの技術移転プロジェク トでは 「村の、村による、村のための ・・・定置

網」とい う概念を前面に出しての立ち上げを行った。

「村張 り定置網」とい う言葉は、定置網漁業を学ぶ上で必ず聞く機会のあるも
のだが、実際にきちんと定義されたものではないようでぁる。現状の会社経営や

漁業協同組合自営の定置網に対 して、共同組合 としての組織が村張 り定置網の流
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れを受けたものと考えるが、もちろん江戸時代からの組織体制のままであるはず

もなく、今では概念としての存在になつてしまっている。

村張り定置網について私の考えは、定置網の操業によつて
一つの村の経済が成

り立つものであり、他の産業を持たない村が共同体として生きるための手段とな

る。江戸時代に地引網やカツオ
ー
本釣 りなどの組織的な漁業を行 うにあたっては、

漁具、漁船から労働力の確保まで多額の資金が必要であり、村の有力者による網

元経営による場合もあれば、複数の有力者による資金供与や、あるいは村として

資金を借 り入れての経営が通常であった。これらの形態が戦前まで続いていたわ

けであり、戦後の漁業制度改革を経て現在の経営体が機能 していることになる。

かつての大型定置網であれば、例えば 100名の乗 り子が必要であり、その水揚げ

に 100家族が依存するわけであり、これに加えて、加工や流通からサ
ービス業と

いった周辺産業が村のなかに育つことになる。

氷見市で受けた教えでは、飢饉や経済恐慌のあつたときには乗 り子を増や して

200名 を収容 し、歩合を半分に抑えて 1日おきに操業に参加するような対応がな

されたという。村として生き残るための道具であり、これを活かすための知恵が

あったといえよう。もちろん村が都市化 し、変化 していく過程で、定置網への依

存度が低下し、村張 りとしての意義が失われ、特に資本投下と回収努力とい う観

点からは今の日本で経営的な効率性が追求されるのは当然であろう。 しかし、村

張 り定置網の基本的なあり方は、途上国の漁村コミュニティ振興に新 しい道具を

提供することが期待される。

6.村 張 り定置網は途上国援助に本当に有効か

イン ドネシアでの草の根技術協力としての定置網の技術移転は、操業開始まで

なんとか漕ぎ付けて初年度が終了した (写真 10)。しかし技術移転は目的ではな

く手段でしかない。この枠組みを使って、どのように漁村コミュニティ振興を実

現するかがプロジェク トの最終 目標 となることはい うまでもない。過去に行われ

た各地での定置網技術移転の経験が十分に活かされてはいないのだが、少なくと

も 「援助の切れ 目が成果の切れ 目」にならないように 3年 間事業を遂行すること

は最低条件である。そのための方法論 として、現地で入手できる漁具資材 と漁業

技術で定置網を始めることが必要であり、地産地消の魚価にみあつた初期投資を
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考えてきた。 日本から漁具を持ち込んだ場合の設備投資は、現地での水揚げ金額

に到底対応せず、収支バランスがとれないことは目に見えている。また、日本ヘ

輸出できるような高級魚を狙った定置網の操業は、フェア トレー ドの問題も含め

て、現地の産業や経済を底支えする仕組みとしては縁遠いことも確かである。

残念ながら現状の定置網資材に要 した費用はまだまだ現地価格として普及可能

なレベルではなく、設備投資としての経費削減も課題である。 しかし、漁具仕立

てから建て込み、そして網起こしや網替えの技術については地元漁業者にじつく

りと時間をかけて移転する努力が続いていく。そのなかで、この道具を使いこな

せるか、または操業経費と水揚げ金額の収支決算のなかでこの道具を使い続けて

いこうという意識が育ってくれるかが重要な評価基準になるだろう。

さらに、定置網の漁獲物が高鮮度であり、活魚出荷まで対応できるという日本

での優位性が、イン ドネシアで通用するかどうかはこれからの販売努力にかかっ

ている。また、大漁貧乏にならないための加工保存のあり方も大きな課題であ

り、日本式の干物やす り身加工を通 じて、新 しい食文化を生み出す可能性 もあり、

一
村
一品としての展開も夢がある。体験漁業や観光漁業としてのエヨツー リズム

ヘの展開や、現地の水産高校がイン ドネシアの定置網技術移転のための技術セン

ターとして機能 してくれる可能性も大きい。もちろん、定置網そのものや、漁業

者がグループとして参加する組織につい

て、日本からの押 し付けになってしまっ

てはいけない。現地漁業者に妥当なレベ

'レでのオーナーシップが生まれてくれる

戴ン撥ギ懇|ンン 畿

こ
焦魯襖 混 営網歌 に際して、漁

貰‐1ン1畿懃轟韻ン醒ンヽ議鹸崖孝::どを   】:を::]
醒1田義ンンン餡営1占二暑骨二民母景縁丹骨二「言揮

写真10 む見予室=積屑君亨  のからの問い合わせも多くなっており、
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途‐   >唯封漁S割こよ疑朝輸渇 '卜ヽ‐
資源管理と漁場管理の必要性

・流通技術展開

資身 ま々ギ i甘

図 2 定 置網技術導入のモデル

草の根 レベルでの技術協力がどのように実を結ぶかの第 2段 階が始まっている

(図2)。

7 お わりに

」lCA草の根事業としてのイン ドネシアヘの定置網技術移転のプロジェク トは、

2010年 8月 まで続けられる。2年 度 目の事業としてすでに 5月 、6月 と2回 の現

地派遣が完 Fし、漁獲量や販売結果の記録も整つてきた。この解析を通 じて、漁

獲量の日々の変動が大きく、良いときで 200～ 300キロの水揚げがあるのに対 し

て、悪いときには空網の日も続いてしまい、流向流速の影響で網が吹かれてしまっ

ていることが考えられた。6月 の派遣では登 り網先端に鉛錘を付け、また垣網に

チェーンを付けて網の吹かれを防 1にする工大を試み、また十満時亥Jと流向流速の

関係を調べて、潮止まりのときに網起こしをするような提案をしたが、漁獲向 上

の成果はまだ得られていない。11月の現地派遣までに、両落 し網への設計変更

をするかどうかの判断が必要であり、まだ試行錯誤のなかでの我慢と努力の時期

が続く3熱 帯水域での定置網として付着牛t物の問題 t)大きく、こまめに網帯えを

すること()要求される.水 揚げしたモ)のをどのように販売 して収入増を図るかも

大きな課題であり、地元ノくレテ村の人々全体に還元していくための方法論を作っ

ヽ
意
就
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ていくために、これからの 2年 間が正念場 となる。

2008年 7月 には技術移転の相手となるイン ドネシアのボネ水産高校の先生を

日本へ招聘 し、氷見市で定置網操業と食品加工についての技術研修を行い、ま

た、地元の有磯高校との高校生同志の交流も検討 している。イン ドネシア国内で

も定置網についての導入機運が盛 り上がっていることを受けて、ジャカルタでセ

ミナーを開催 して日本からの技術移転の経緯や成果について紹介する機会を設け

ている。

イン ドネシアは日本 と同じ島国であり、地方開発は建国以来の課題である。特

に東イン ドネシアの地域振興は今後の国際開発援助の大きな目標 ともなってい

る。 日本の定置網が沿岸域の資源管理に役立つかどぅか、そ して、途上国の漁村

コミュニティ振興に本当に有効であるかを実証 していく過程で学ぶ経験は、日本

の定置網漁業ヘフィー ドバ ックできるものに違いない。だからこそのや りがいで

あり、面白さであるとい う実感を大事にしていきたい。
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